
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  所有権移転外リースの取扱い 

Ｑ： 平成19年度の税制改正では、リース

取引の改正があるそうですが、どのようにな

るのですか？  

 

Ａ：次のようになります。 

【解説】 

平成19年度の税制改正では、リース期間の中

途で解約できないいわゆるファイナンスリー

スのうち、リース期間終了後にリース物件を貸

し手に返還を要する所有権移転外ファイナン

スリースについて、売買取引とみなして取り扱

うこととされています。対象となるリース取引

は、平成20年４月以降に締結するリース取引で

す。 

税務の取扱いの概要は次のとおりです。 

［借り手の処理］ 

・償却方法・・・リース期間定額法 

償却期間をリース期間として残存価額をゼ

ロとする定額法で償却することとしていま

す。ただし、賃借料として経理した場合で

あっても償却費として取り扱うことが認め

られるとのことです。 

 ［貸し手の処理］ 

貸し手については、リース料の総額からリー

ス物件の取得原価を差し引いたリース利益額

のうち、実質的に受取利息と認められる部分の

金額(リース利益額の20%相当額)について利息

法により収益を計上することとしています。 

なお、この改正は、会計基準に税法が合わせ

るという内容のものになっています。 
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